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 要  旨 
本稿は、本学における教職科目『生徒指導論』の授業改善の試みについて論じたもので
ある。学校現場で即戦力として生徒指導に当たることのできる教員養成を目指して、可能
な限り学校現場の実例を豊富に取り上げた授業改善を行った。本稿では、そのうち、いじ
め問題と人権教育を取り上げ、詳述した。いじめ問題の授業では、学生に事件の詳細な資
料を読ませ、教師集団の連携、保護者や地域との連携、学校組織としてのあり方を考察の
視点として提示し、議論させるとともに、本件の学校現場での対応策の実際を紹介し、教
育効果を上げることをねらいとした。人権教育の授業では、「人権教育の指導方法等に関
する調査研究会議」の『人権教育の指導方法等の在り方について』を踏まえ、具体的な観
点や方法を理解することで、人権教育について自信を持って実践できる力量形成を目指し
た。 
  
はじめに 
 生徒指導は、児童・生徒の人格形成を目指す学校において、あらゆる教育活動と関連す
るきわめて重要な機能である。 
 文部科学省においては、2009 年 6 月に「生徒指導提要の作成に関する協力者会議」を設
置し、小学校・中学校・高等学校において組織的・体系的な生徒指導が実践できるよう、
生徒指導に関する学校・教職員向けの基本書として、『生徒指導提要』を作成した。 
 現在、本学を含め多くの大学において、この書物が広く教科書として用いられていると
ころである。いじめ、不登校、校内暴力、授業規律、服装の乱れ、さらには体罰問題など、
生徒指導上の多くの課題について、包括的かつ標準的な記述がなされ、優れた教科書であ
ることは論をまたない。 
 しかし、教職を目指す学生は、教育実習や介護等体験を行うとはいえ、学校現場経験が
必ずしも十分とは言えない。本書を通読して理解し、学校現場で即戦力として生徒指導に
当たることは難しいと言わざるを得ない。教科書の内容を補うべく、学校現場の実例を豊
富に取り上げた授業の改善が求められる所以である。 
 本稿では、このような趣旨から、本学における教職科目『生徒指導論』の授業改善の試
みについて述べる。 
 
Ⅰ 本学における教職科目『生徒指導論』の指導内容 
この授業は講義形式で行い、大講義室におけるアクティブラーニングの手法も随時取り
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 入れている。授業の到達目標として、①生徒指導上の諸課題について学校の実情に即して
理解していること、②生徒指導上の諸課題についてその解決方法を理解していること、③
進路指導について理解していること、の３点を掲げている。 
 積極的に、生徒の人格のよりよき発達を目指すとともに、「社会化」という観点から、積
極性、協調性といった社会的・対人的態度の育成、および学級内の望ましい人間関係醸成
のための方策について論じるとともに、生徒指導上の諸問題について取り上げ、人権教育
についても触れることとしている。 
 15回分の授業内容は次のとおりである。 
第 1回：生徒指導とは何か、生徒指導と教育課程 
第 2回：生徒指導の今日的課題 
第 3回：いじめ問題（１） 現状と経緯 
第 4回：いじめ問題（２） 具体的事例研究 
第 5回：いじめ問題（３） いじめの克服と防止 
第 6回：保護者との連携の在り方 
第 7回：不登校・中退 
第 8回：飲酒・喫煙 
第 9回：自殺予防 
第 10回：携帯電話・インターネットと情報モラル 
第 11回：教育相談 
第 12回：発達障害 
第 13回：児童虐待 
第 14回：人権教育 
第 15回：進路指導 
 
 本稿では、いじめ問題と人権教育の授業について取り上げる。 
 
Ⅱ いじめ問題に関する授業改善 
1 過去の重大ないじめ事件の教訓に学ぶ 
(1) 東京都中野区立中学校事件 
日本で初めて、いじめがクローズアップされた事件は、東京都の中野富士見中学校にお
けるいじめ自殺事件である。1986 年 2 月、東京都中野区立中野富士見中学校 2 年の男子生
徒Ｓが、校外で自ら命を絶ち、遺書を残した。遺書は公開されており、その中には「生き
ジゴク」という言葉も使われている。Ｓが 2 年生に進級した後に同じクラスの特定のグル
ープからいじめを受けるようになり、それが次第にエスカレートし、日常的に暴行を受け
るまでになったものである。そのグループの主導によって学校でＳの「葬式ごっこ」が開
かれることとなった。「葬式ごっこ」には担任教師ら 4人が荷担し、寄せ書きを添えていた
ことが発覚した。1994 年 5 月、東京高等裁判所は、教師たちが適切な問題意識をもって対
処することを怠ったことを指摘し、「中学校の教員らには過失があるというべきである。」
と判示した。この事件は、教師までもがいじめに荷担した看過しがたい事例であり、「生き
ジゴク」や「葬式ごっこ」という言葉は、いじめの代名詞にまでなったものである。 
この事件の背景は、東京高等裁判所の判決要旨によって知ることができる。それによれ
ば、当時の学校の様子について、「中野富士見中学校では、Ａ及びＢを中心とする本件グル
ープの生徒らが第 2 学年第 1 学期早々からグループ化し、学校内外で、喫煙、怠学、授業
の抜け出し、授業妨害、教師に対する反抗、弱い者いじめ等の問題行動を繰り返すように
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 なったが、第 2 学期以降その問題行動は急激に悪質となり、やがて 3 年生のグループとも
連携して授業の抜け出し、授業妨害、壁、扉等の損壊、教師に対する反抗、暴行、他の生
徒らへの暴行等が更に頻発するようになった。そして、それらの問題行動を防止するため、
9月頃からは教師らが休憩時間や自らが授業を担当しない時間帯に廊下等の見回りをし、11
月からは保護者らの有志も授業時間中の廊下を巡回するという異常事態となったが、事態
は一向に改善されず、Ｓの自殺に至るまでの間、悪化の一途をたどっていた。」と述べられ
ている。 
このように、重大ないじめ事件の背景には、学校の規律、秩序の崩壊が存在している。
したがって、いじめの撲滅には、規律正しい学校環境と規範意識の向上が不可欠である。
また、規律正しい学校環境と生徒の規範意識の高いところには、重大ないじめ事件に発展
するような隙がないといっても過言ではない。 
 筆者は、学生に対して、本事件の東京高等裁判所の判決要旨を配布し、いじめの要因が
どこにあるのかを考察させるとともに、アクティブラーニングの手法を取り入れ、大講義
室内での小グループによる議論をさせている。また、豊田充(1994)による『「葬式ごっこ」
八年後の証言』の一部を紹介し、当時、同じ教室において傍観者としていじめに無意識に
関わってしまった者の心境を読ませて考察させている。豊田によれば、ある傍観者は、「Ｓ
が死んで以来、自分があの事件に少しでも関係があった、という事実から、ずっと、逃げ
ていた。自分があのいじめを見ていても、止めることができなかった弱い人間だ、と他人
に思われることが、死ぬほど嫌だったから。ぼくはいつも、見かけだけの人間だった。(中
略)自分は小学生のとき、よく陰湿ないじめにあったので、いじめはどんな小さなものでも、
絶対に許さない、という信念を持っているつもりだった。(中略)いま思うのは、人間はと
ても弱く、もろいものなんだ、ということだ。」と語っている。これらの証言を読んで、
学生たちからは、「あらためて、いじめは絶対に許されないものだと再認識した。」「い
じめは、その被害者だけでなく、傍観者として関わってしまった者をも生涯にわたって苦
しめるものだと分かった。」「自分は将来、いじめは絶対に許さないという気迫ある教師
になりたい。」などの感想を得ることができた。 
(2) 愛知県西尾市立中学校事件 
1994年 11月 27日、愛知県西尾市立東部中学校 2年の男子生徒（当時 13歳）が、自宅裏
で亡くなっているのを母親に発見された。葬儀後、自室の机から遺書が発見された。 
西尾市教育委員会による調査の結果、同級生 11人がいじめに関わっていることが判明し、
主犯格の 4人が恐喝容疑で書類送検された。4人は、小学 6年生の頃から自殺した生徒にた
びたび暴行を加え、金を要求していたことを認めた。 
1995 年 4 月、加害生徒のうち 3 人が初等少年院に、1 人が教護院に送致された。その後
生徒たちによって、そのようなことが二度と起きないようにと「ハートコンタクト」と呼
ばれる生徒による自主組織が作られた。 
筆者は、事件の概要を学生に説明した後、新聞に公表されている遺書全文と当時の担任
の手記を読ませている。 
遺書は、「名前が出せなくてスミマせん。いつも 4人の人にお金をとられていました。そ
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 して今日、もっていくお金がどうしてもみつからなかったし、これから生きていても……
…。だから………。また、みんなといっしょに幸せに、くらしたいです。しくしく！」と
書き始められている。そして、「川でのできごとがきっかけ。川につれていかれて、何を
するかと思ったら、いきなり、顔をドボン。とても苦しいので、手をギュッとひねった。
助けをあげたら、また、ドボン。こんなことが 4回ぐらいあった。」といじめの詳細の一部
が書かれている。また、「お父さん、オーストラリア旅行をありがとう。お母さん、おいし
いご飯をありがとう。」と家族への感謝が綴られている。 
担任の手記の一部には、「今、わたしは清輝君の元気なころのことを思い出しては、自分
を責める毎日が続いています。清輝君の苦しみ、ご両親の悲しみを考えるとたまらなくな
ります。今年の春、この学校へ赴任してきて私は清輝君と出会いました。私は清輝君をは
じめ、清輝君の周辺の生徒たちのことがわかるようになってからは、先生たちに協力をし
てもらって彼らのグループ化を必死になって止めようとしてきました。しかし、度々起こ
る問題行動の中であなたの本当の姿を見失ってしまいました。清輝君は向き合って話をす
ると、優しい少年でした。そのあなたがどうして問題を引き起こすグループと行動を共に
しているのか、私には理解できませんでした。ただ、私にできたことは、毎日話しかけた
り、近くで給食を食べたりしてあなたに少しでも近づこうとすることだけでした。しかし、
それはあなたにとって救いにはならなかったのです。なぜ、もう一歩踏み込んであなたの
気持ちをくみとってやれなかったのか。自分の無力さだけを今はかみしめています。」と
書かれている。 
 学生には、これらの資料を踏まえ、教師集団の連携、保護者や地域との連携、学校組織
としてのあり方を考察の視点として提示し、議論させている。 
学生の感想として、「遺書を読むと心が痛む。二度とこのような事件を起こしてはならな
いと改めて思った。」「地域の自転車屋さんが、自転車の頻繁な壊れ方から、いじめを疑い、
当該中学の教師に連絡していたのに、なぜ対応しなかったのだろうか。」「養護教諭は、行
動の尋常でない様子に気付いていたのに、なぜもう一歩踏み出せなかったのだろうか。」「若
い担任教師が対応に困っていたのに、なぜ周囲のベテラン教師は何も相談に乗らなかった
のだろうか。」「校内のいじめ対策委員会は、なぜ機能しなかったのだろうか。」などが上げ
られており、いじめは絶対に許さないという強い気迫と教師の横の連携が不足していたの
ではないかという点を指摘していた。同時に、自分たちが将来、教壇に立ったときは、こ
のような悲劇は二度と起こさないと誓っていた。 
 詳細な資料を提示し、検討させることの効果が現れたと考えている。 
(3) 滋賀県大津市立中学校事件 
 2011年 10月、滋賀県大津市で、市立中学 2年の男子生徒（当時 13歳）がいじめにより
自殺した事件は、学校や市教育委員会の対応の不備もあり、全国的な関心を呼んだ。 
学校側は、いじめの兆候を見逃し、自殺後の原因調査も不十分なものであったが、この
事件は、いじめ防止と生徒指導における学校の規律確立との相関関係について大きな示唆
を与えている。大津市の第三者調査委員会は、2013 年 1 月 31 日に調査報告書を市長に提
出した。加害生徒の暴力行為が被害生徒のみならず対教師にまで及んでおり、有効な対策
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 が採られなかった実態は、学校の規律維持機能が崩れていたことを示している。 
 学生には、共同通信大阪社会部（2013）『大津中 2 いじめ自殺』（PHP 新書）を参考文献
として一読することを勧めるとともに、大津市立中学校におけるいじめに関する第三者調
査委員会の『調査報告書』（2013）の抜粋を配布して、考察させている。 
 それによれば、当該クラスは、―学期の終わりごろから学級の規律がゆるみ出した。授
業中の私語や寝る生徒が現れ、二学期になるとこの傾向はさらに強まった。授業中の立ち
歩きにトイレに出る、紙飛行機を飛ばす、消しゴムのカスを友達にかけるなど、徐々に学
級が「いじめを許容する空間」に変化していく状況があった。事件が当該クラスの生徒に
まだ伝えられていなかった時間のクラスの雰囲気は、学級日誌に、「こんな状況の学級は今
まで見たことがない。生徒がてんでばらばらで勝手に私語をしており、教員の方を向くこ
ともない、しかも熱のない雰囲気。異様な光景だった。」と記されている。 
 学生の感想には、「学級の規律の乱れを放置しておくと、学級崩壊につながり、それがい
じめを誘発するということがよく分かった。」「いじめを許容しない学級の雰囲気作りが大
切だと分かった。」「学級担任の指導力の重要性が痛いほどよく分かった。」「厳しくも温か
いＰＭ型の担任を目指す。」などがあった。 
 抽象論ではなく、具体的な資料を元に考察させることは大きな効果があると考える。 
 
2 いじめの予防と解決 
 筆者は学生に対して、いじめの予防と解決のためには、次の 5 点が大切であると指導し
ている。 
①  校長の毅然としたリーダーシップ 
② 「いじめは絶対に許さない」という強い姿勢 ＝ 気迫 
③  アンテナを高く 
④  直ちに対応 
⑤   連携・協力（報告・連絡・相談）、 学校内および学校・家庭・地域 
とりわけ、「気迫」という言葉を強調している。この言葉は、心理学関係の教科書にはあ
まり見られない。生徒指導論の多くの教科書にも見られない。しかし、学校現場での指導
で最も大切な言葉であると考える。大津市の事件では、担任の「いじめは絶対に許さない」
という気迫がまったく感じられなかった。 
 いじめを生じさせにくいクラス運営のために、学校規律の維持と同時に、生徒一人一人
の自己有用感、自己効力感をはぐくむ重要性も指摘し、そのためには、学校行事の活用が
効果的であると指導している。 
 集団を見る視点と個人を見る視点から、各 10項目の「いじめ発見チェックリスト」を配
布し、即戦力となる教師を育成している。例えば、「教室の掲示物へのいたずらや黒板への
心ない落書きがある。」「プロレスごっこなど相手を痛い目にあわせる遊びがはやる。」「不
自然な怪我や持ち物の破損がある。」などである。 
 また、クラスの健康度を測るアンケート「Ｑ－Ｕ」の有効性についても紹介している。 
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 Ⅲ 愛知県立学校のいじめ防止対策 
 愛知県立学校では、「いじめ防止対策推進法」第 13条の規定に基づき、「学校いじめ防止
基本方針」を策定している。各学校では、いじめはどの児童生徒にも、どの学校でも起こ
り得る問題であることを踏まえ、この基本方針に基づき、県教育委員会や家庭、地域、関
係機関等と密接な連携を図り、いじめの未然防止、早期発見、いじめに対する適切な措置
等について組織的に取り組み、いじめのない学校づくりを目指している。 
  このような本県での取組を、教職を目指す学生に紹介することは意義のあることと考え
る。 
１ 「学校いじめ防止基本方針」の概要 
(1) 基本的な考え方   
 いじめは、いじめられた児童生徒の心身に深刻な影響を及ぼす許されない行為であり、
また、どの子どもでも被害者にも加害者にもなりうるという事実を踏まえ、教職員は、日
頃からささいな兆候を見逃さないように努め、問題を一人で抱え込んでしまわないよう、
学校全体で組織的に指導に当たっている。 
 何より学校は、児童生徒が教職員や周囲の友人と信頼できる関係の中で、安心・安全に
生活できる場であることが大切である。児童生徒一人一人が大切にされているという実感
をもつとともに、互いに認め合える人間関係をつくり、集団の一員としての自覚と自信を
身に付けることができる学校づくりに取り組んでいく。また、実体験の乏しい児童生徒が、
さまざまな体験活動等を通して人間的に成長できる取組の充実を図る。 
(2)  組職 
 学校は、校長の指導のもと「教育相談委員会」を設置する。この委員会の構成委員は事案によ
り柔軟に変えることとしているが、概ね次の例に示す者で構成している。また、必要に応じてス
クールカウンセラー等の外部の専門家と連携をとるようにしている。 
〔教育相談委員会の構成委員の例〕 
 校長、教頭、生徒指導主事、教務主任、保健主事、学年主任、教育相談主任、養護教諭、 
 特別支援教育コーディネーター等 
(3) 「教育相談委員会」の役割や機能等 
ア 取組の検証 
 次に示すＰＤＣＡサイクルに基づき、取組を検証する。 
 教育相談・いじめ防止等の年間計画の策定（Ｐ）→ 取組の実施（Ｄ） 
    ↑                                                 ↓ 
   ↑       「取組評価アンケート」や「学校評価（中間評価）」の実施（Ｃ）   
   ↑                                       ↓ 
「取組評価アンケート」や「学校評価（中間評価）」の結果の検証（Ａ） 
イ 教職員への共通理解と意識啓発 
  年度初めの職員会議で「いじめ防止基本方針」の周知と確認を行う。また、「教育相談委
員会」で検討した内容を職員会議等で報告する。 
ウ 児童生徒や保護者、地域に対する情報発信と意識啓発、意見聴取 
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  「学校いじめ防止基本方針」及び「自己評価」、「学校関係者評価」結果を、学校経営案
に掲載する。 
エ いじめに対する措置（いじめ事案への対応） 
  いじめの情報があれば、「教育相談委員会」は、まず情報を収集し、いじめかどうかの判
断を行う。いじめであれば、指導・支援チームをつくり、必要に応じて、①被害児童生徒
へのケアや支援、②被害児童生徒の保護者との連携、③加害児童生徒の指導や支援、④加
害児童生徒の保護者との連携、④他の生徒やクラス・学年等への指導、⑤専門家や関係機
関等との連携を速やかに行う。 
 問題の解消後は、再発防止のための教育活動や、その後の経過の見守り等を実施する。 
オ 重大事態への対応 
 重大事態が生じた場合は、速やかに県教育委員会に報告し、文部科学省「重大事態対応
フロー図（学校用）」に基づいて対応する。 
 学校が調査を実施する場合は、「教育相談委員会」が調査の母体となり、事案に応じて適
切な専門家を加えるなどして対応する。 
 
２ Ａ高校全日制課程における教育相談・いじめ防止等の具体的な取組 
(1) 未然防止 
ア  現職研修を充実させ、全ての教職員がいじめに対する共通理解をもち、適切に対応で
きる力を養う。〔スクールカウンセラーによる現職研修の実施〕 
イ 教育活動全体を通して、道徳教育・人権教育の充実、体験活動・就業体験の推進を図
る。〔体験活動、インターンシップの充実、ＬＴの時間に道徳教育の実施、人権週間にお
けるクラス討論会の実施、情報モラル教育の講話、生徒・教職員と協同したボランティ
ア活動等の実施〕 
ウ  授業改善を進め、分かりやすい授業づくりに努める。〔分かる授業を目指した「授業改
善」、学校評議員への学校行事・授業の公開〕 
エ  体罰はもとより教職員の言動がいじめを助長することのないよう、指導の在り方に細
心の注意を払う。 
(2) 早期発見 
ア 教職員は、児童生徒のささいな兆候から、いじめを積極的に認知するように努める。〔個 
人面談の実施、健康調査の実施、「意見箱」の設置〕 
イ いじめを認知またはいじめの疑いがある場合は、速やかに「教育相談委員会」に報告をし、 
組織的に対応する。 
ウ 「生活実態調査」の実施や教育相談の充実を図る。〔生活実態調査（いじめアンケート含む） 
の実施、相談活動の周知「相談だより」の発行〕 
(3) いじめに対する措置 
ア いじめの発見・通報を受けたら「教育相談委員会」で組織的に対応する。 
イ 被害児童生徒を守り通すという姿勢で対応する。 
ウ 加害児童生徒には教育的配慮のもと、毅然とした姿勢で指導や支援を行う。 
7
 エ 教職員の共通理解、保護者の協力、スクールカウンセラーや警察署等、専門家や関係機関等
との連携のもとで取り組む。 
オ いじめが起きた集団へのはたらきかけを行い、いじめを見過ごさない、生み出さない集団 
づくりを行う。 
カ ネット上のいじめへの対応については、必要に応じて警察署や法務局等とも連携して行う。 
また、日頃から情報モラル教育の充実を図る。 
(4) 点検・検証・見直し 
ア 全教職員を対象に「取組評価アンケート」を実施し、その後、「教育相談委員会」を開
催してアンケート結果や取組の実施状況、進捗状況を検証する。 
イ 学校評価の評価項目とし、「中間評価」及び「自己評価」を行い、「教育相談委員会」でそ 
の結果を検証する。〔学校関係者評価委員会で「自己評価」の評価を実施〕 
 
Ⅳ 生徒指導と人権教育 
『生徒指導提要』によれば、生徒指導は、一人一人の児童生徒の人格を尊重し、個性の
伸長を図りながら、社会的資質や行動力を高めることを目指して行われる教育活動であり、
すべての児童生徒のそれぞれの人格のよりよき発達を目指すとともに、学校生活がすべて
の児童生徒にとって有意義で興味深く、充実したものになることを目指すものである。 
人格の尊重、個性の伸長、社会的資質を高める、学校生活の充実などの点において、生
徒指導と人権教育は関連する部分が多い。「生徒指導論」の中で人権教育について学び、指
導のための観点や方法を具体的に理解することで、学校において人権教育を実践する自信
が持てるよう授業を行っている。 
 
１ 学校教育と人権教育の課題 
学校教育での人権教育の課題については、『人権教育・啓発に関する基本計画』（2002年、
以下『基本計画』）の中で、「教育活動全体を通じて、人権教育が推進されているが、知的
理解にとどまり、人権感覚が十分に身に付いていないなど指導方法の問題、教職員にも人
権尊重の理念について十分な認識が必ずしもいきわたっていない等の問題」があると指摘
されている。また、「特に、校内暴力やいじめなどが憂慮すべき状況にある中、規範意識を
培い、こうした行為が許されないという指導を徹底するなど子どもたちが安心して楽しく
学ぶことができる環境を確保する」ことが重要であるとしている。 
人権感覚を身に付け人権を守ろうとする意欲や態度を育み、校内暴力やいじめを防止す
ることは、生徒指導上の重要な課題でもある。人権教育は生徒指導と同様、学校全体で、
すべての教員があらゆる教育活動をとおして実践することが求められている。そのため、
教職課程を通じて実践のための基礎を身に付けることが求められる。 
 
２ 授業の概要と留意点 
(1) 人権教育をめぐる内外の動き 
授業では、人権教育に関する国際的動きから説明する。国連の『世界人権宣言』以来の
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 各種の人権擁護のための条約、1995 年から始まる『人権のための国連 10 年』、その成果と
課題を踏まえた 2005年からの『人権教育のための世界計画』について述べる。 
国内では、『人権教育のための国連 10 年』に関する国内行動計画（1997 年）をきっかけ
として、また同じころ同和地区に対する国の事業が大きな区切りを迎えたこともあって、
「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」（2000 年 12 月施行）が制定される。これに
基づく『基本計画』が策定されたことで、総合的かつ計画的な取り組みとして人権教育が
始まった。この意義は大きく、その意味で 2002年は人権教育元年と言ってよいことを指摘
する。 
学校教育に関しては、「人権教育の指導方法等に関する調査研究会議」が、『人権教育の
指導方法等の在り方について[第三次とりまとめ]～指導等の在り方編～』（2008年 3月、以
下『第三次とりまとめ』）を出している。『第三次とりまとめ』は、第一次、第二次のとり
まとめを包含しており、人権教育の実用的指針として信頼して依拠できるものとなってい
る。また別に『実践編』が用意されており、豊富な実践事例を掲載している。教室での指
導に活用することができる。これにより、人権教育を実践するための具体的手段が得られ
たことを、授業の中で伝えている。 
授業は『第三次とりまとめ』の要点を紹介しながら進めており、以下の記述においても
随所で引用している。 
(2)  学校における人権教育 
 学校教育の中での人権尊重の理念について、『基本計画』では、「人権の共存」すなわち、
「自分の人権のみならず他人の人権についても正しく理解し、その権利の行使に伴う責任
を自覚して、人権を相互に尊重し合うこと」を掲げている。この理念を、『第三次とりまと
め』では、学校教育において大切な人権感覚の側面から捉えて、[自分の大切さとともに他
の人の大切さを認めること]と表現し、それを理解するだけではなく、態度や行動にあらわ
れるようになることを求めている。  
したがって、人権教育の目標は、一人一人の児童生徒がその発達段階に応じて、人権の
意義・内容や重要性について理解し、[自分の大切さとともに他の人の大切さを認めること]
ができるようになり、それが様々な場面や状況下での具体的な態度や行動に現れるように
すること、としている。 
 そのためには、同和問題をはじめ、女性、子ども、高齢者、障害者、外国人、HIV感染者、
ホームレスなどの人権に関する重要課題と指導の留意点を知ることが必要となる。これら
の課題について授業で概観し、児童生徒に差別や偏見をなくすための人権尊重の精神を培
い、人権を守ろうとする態度・行動を育成するための指導の留意点を理解させている。 
  人権尊重の理念を理解し、人権に関する重要課題について学ぶことは、学生自身の人権
意識を高めるとともに、様々な人権課題の存在に改めて気づかせる意味がある。 
(3) 学校での指導上の留意点 
 学校の人権教育は、各都道府県、各学校法人の人権教育方針のもと、各教科・科目、道
徳、特別活動、総合的な学習の時間において実施する。 
その際、指導の内容のみならず指導方法や指導姿勢が重要になる。知的理解のほかに、
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 問題を認知して受け止め考え判断する力、そして実践力を養う必要があるからである。 
『第三次とりまとめ』によると、人権教育で育成する資質や能力は、①知識的側面、②
価値的・態度的側面、③技能的側面という３つの側面からなり、このうち②価値的・態度
的側面、③技能的側面が深く人権感覚に関わるものであり、これらを含めて資質や能力を
全面的・調和的に発達させるように働きかけ促進することが、人権教育の具体的な課題と
なる。 
 第 1の知識的側面には、「自他の権利を尊重したり人権問題を解決したりする上で具体的
に役に立つ知識」などが含まれる。これらの多くは社会科や公民科の授業で扱われている
が、知識としてだけ学ぶのではなく、具体的な問題場面を意識した実践的な学習が必要に
なる。また、総合的な学習の時間においても、人権をテーマとして生徒たちが具体的な人
権問題の課題について総合的、探究的に取り組むことができる 
 第 2の価値的・態度的側面には、「人間の尊厳の尊重、自他の人権の尊重、多様性に対す
る肯定的評価、責任感、正義や自由の実現のために活動しようとする意欲」などが含まれ
る。このような価値や態度は、第 1 の側面である知識と、第 3 の側面である諸技能とを結
びつけ、人権感覚を目覚めさせ高める役割がある。 
 第 3の技能的側面には、「コミュニケーション技能や偏見や差別を見きわめる技能、その
他相違を認めて受容できるための諸技能、協力的・建設的に問題解決に取り組む技能、責
任を負う技能」などが含まれる。「人権に関わる事柄の内容を直感的に感受し、共感的に受
けとめ、それを内面化するためには、様々な技能の助けが必要」となる。 
 第 2、第 3の側面については、全ての教育活動が指導の場面となるが、特に特別活動など
における望ましい集団活動などをとおして、好ましい人間関係をつくるとともに、よりよ
い学校生活づくりに参画する態度を培うことが大切になる。具体的な活動としては、毎年
の 12 月 4 日から 10 日までの「人権週間」を中心として、ホームルーム活動等での学習や
意見交換、学校行事の中での人権意識を高めるための講演会や映画会の開催、また人権を
テーマにしたポスターや作文への応募などがある。 
(4) 人権教育の基盤としての学校の雰囲気 
『第三次とりまとめ』によると、人権感覚とは、人権がどのような状態にあるか感じ取
る「価値志向的な感覚」であり、それを身につけるには、「学級をはじめ学校生活全体のな
かで自らの大切さや他の人の大切さが認められていることを児童生徒が実感できるような
状況を生み出すことが肝要」である。このような状況のもとで自己や他者を尊重しようと
する感覚や意志が芽生え、育つことが可能になる。 
 また、校内での教職員、児童生徒が織りなす人間関係や、「学校・教室の全体としての雰
囲気などは、学校教育における人権教育の基盤をなす」と位置付けられる。このような学
校の雰囲気が、学校の公式の教育活動と並んで重要である。「隠れたカリキュラム」として
知られるこの考え方は、人権感覚を養う観点から注目される。教職員、児童生徒が互いに
尊重し合う雰囲気や文化が定着している学校は、いじめなどの人権侵害への抑止力を持っ
ている。いじめをしない、いじめがあってもそれを許さない雰囲気が学校・教室にあるこ
とが、いじめ防止のうえで大きな意味をもつ。 
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  このような学校の雰囲気をつくるうえで、各学校での生徒指導の方針のもと、生徒指導
体制を構築し、生徒指導部を中心として学年間や分掌間の連携を推進することが大切であ
る。生徒指導において、共通理解に基づく連携協力がなされることが、人権教育の基盤と
なる学校の雰囲気をつくり出す。 
 このように、全校的に生徒指導と人権教育が一体となって機能するには、児童生徒の自
己実現を図っていくための自己指導能力の育成を目指し、日常的に、授業の中においても
留意すべきことがある。すなわち、『生徒指導提要』に示されているように、第 1に児童生
徒に自己存在感を与えること、第 2 に共感的な人間関係を育成すること、第 3 に自己決定
の場を与え自己の可能性の開発を援助することが求められる。これらは、人権感覚を養う
ことに直結する。 
自己指導能力の育成の観点から授業の中で留意すべきポイント・留意点が『第三次とり
まとめ～実践編～』に掲載されているので、学生には一部分(下記)を紹介している。日ご
ろ、教員が授業等で心がけるべきことが具体的に理解できて有益である。 
(5) 人権尊重の理念に立った生徒指導 
 『第三次とりまとめ』では、生徒指導が積極的な役割を果たしていくことが人権教育に
つながり、さらに、いじめや暴力行為等の予防につながるとしている。児童生徒の個性と
社会性をともに伸長する積極的生徒指導は人権教育の活動と関連が深い。 
 他方、生徒指導の消極的な面である児童生徒の問題行動等への対応も、人権教育の観点
から重要な意味をもつ。暴力行為、いじめ、不登校、中途退学などの問題への対応を適切
に行うとともに、関係する生徒の人権に配慮することが、生徒に人権の大切さを教え、人
権感覚を養うことにつながる。 
 今日、いじめや暴力行為が依然として数多く発生し、生徒の心身や財産に被害を与える
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 重大事態も少なくない。『第三次とりまとめ』では、いじめや暴力行為に対する厳正な対応
を要請している。すなわち、「いじめや校内暴力など他の児童生徒を傷つけるような問題が
起きたときには、学校として、まずは被害者を守り抜く姿勢を示すことが重要である。さ
らに、問題発生の要因・背景を多面的に分析し、加害者たる児童生徒の抱える問題等への
理解を深めつつも、その行った行為に対しては、これを許さず、毅然とした指導を行わな
ければならない。」としている。 
(6) 体罰の禁止と懲戒の在り方 
  『第三次とりまとめ』によると、「教職員の言動は、日々の教育活動の中で児童生徒の心
身の発達や人間形成に大きな影響を及ぼし、豊かな人間性を育成する上でもきわめて重要
な意味をもつ。また、人権教育においては、個々の児童生徒の大切さを強く自覚し、一人
の人間として接するという姿勢そのものが重要」になる。したがって、教職員が「自らの
言動により児童生徒の人権を侵害することのないよう、常に意識して行動すべき」ことに
なる。児童生徒を叱るなど懲戒の場面においては特に注意する必要があり、その際、体罰
に及ぶことは違法行為でもあり、厳に慎むべきであることは言うまでもない。 
体罰の防止については、文部科学省が 2013年 3月に「体罰の禁止及び児童生徒理解に基
づく指導の徹底について（通知）」を発出し、体罰と懲戒との区別、また体罰と正当な行為
との区別を明らかにするとともに、体罰防止のために組織的な指導体制ができているかを
見直すよう要請した。 
 この中で、教員の日ごろの心がけとして、「決して体罰を行わないよう、平素からいかな
る行為が体罰に当たるかについての考え方を理解しておく必要がある。また、機会あるご
とに自身の体罰に関する認識を再確認し、児童生徒への指導の在り方を見直す」ことが求
められている。この通知に添付された参考資料として「学校教育法第 11条に規定する児童
生徒の懲戒・体罰等に関する参考事例」があり、体罰に該当する事例、認められる懲戒・
正当な行為の事例が具体的に列挙されている。これらを学生たちに示して確認させること
は、体罰防止を考えさせる格好の材料となる。また、小中学校、高等学校での自分たちの
経験を振り返りながら懲戒について考えさせている。 
 児童生徒を叱り懲戒を加える場合に留意したいことにも授業で触れている。まず第 1に、
児童生徒の行動や意図、生起した事実をよく聞きだして確認し、必要に応じてその内容を
用紙に書かせる。第２に、児童生徒自身に行動の問題点に気付かせ反省を促し、不十分で
あれば助言をする。また、児童生徒の言い分や弁明を聞く機会を設け、これを傾聴する。
さらに、状況に応じて保護者に連絡をとり十分に説明したうえで協力を仰ぐ。 
以上の過程を「適正手続き」として意識し確実に行うことが懲戒の基本であり、児童生
徒の権利の観点からも、児童生徒の反省を促す観点からも重要である。事実行為としての
懲戒のみならず、停学・退学などの法的効果をともなう懲戒の場合には特に留意して校内
の懲戒手続きを行うべきと授業で確認している。  
 (7) 人権意識の現段階 
人権問題の重要課題としてテーマ化されている各項目について説明する中で、愛知県が発
行している『人権に関する県民の意識』から、同和問題に関する意識調査（2012 年実施）
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 を取り上げている。調査結果（下記に一部を示す）から、同和問題がまだ過去のものではな
い例として紹介している。現段階での人権意識を測るデータとして興味深く、学生の反応も
少なからずあった。 
 
３ 授業での主な感想の概要、今後の課題  
 授業に対する学生の主な感想（概要）を以下に紹介する。 
・人権尊重の理念である自他の大切さを認めることの重要性を忘れず、生徒に対しても他
人を認め思いやることをしっかり教えていきたい。 
・人権の問題は、子ども・女性などだけではないことを知った。同性愛者や性同一性障害
の問題は世界でも注目されていて、子どもはそんなことに敏感だから重要だと思う。 
・生徒指導では、生徒の人権を尊重することが大切で、特に体罰には気をつけたい。正当
防衛として生徒を制する場合でも、教師が手を出すには余程注意が必要だ。 
・生徒の問題行動に処罰をするのは社会的にも生徒の人生にも大きな影響を与えるので、
しっかりとした手続きを踏み、慎重に行う必要があると思う。 
・同和問題がまだ大きな社会問題であることを知った。我々も社会問題に目を向け、人権
意識を確かにするべきと思った。きちんと正しい知識を教え、判断力を養うことが重要に
なってくる。 
・中学・高校の頃に「人権週間」があったとことを思い出した。道徳的な内容、いじめに
ついて考えた気がする。このような機会を定期的に設けることは非常に大切だと思う。 
以上のように、授業の趣旨を正面から受け止め、生徒指導において生かそうとする実践
志向の感想が多い。授業では人権教育の概要と指導の留意点を理解することに終わったが、
今後はより具体的な人権問題の事例や指導実践事例に即し、アクティブラーニングの形式
による授業を開発したい。 
 
おわりに 
 教職科目『生徒指導論』の授業改善の今後の課題としては、大講義室でのアクティブラ
ーニングをいかに効果的にすすめるか、という大きなテーマがある。これまでの「学校現
場の生きた状況を学生に伝えること」を重視しつつ、アクティブラーニングの手法をさら
○住宅を選ぶ場合 
「同和地区や同和地区と同じ小学校区にある物件は避けると思う」と答えた人が
21.9％、「同和地区にある物件は避けるが、同じ小学校区ある物件は避けないと思
う」と答えた人が 13.6％ 
○仮に日ごろ親しくつきあっている人が同和地区の人であることがわかった場合 
「表面的にはつきあうが、できるだけつきあいは避けていく」と答えた人が 18.0％ 
○結婚に際しても、子どものいる人に、その子どもの結婚しようとしている相手が
同和地区の人であることがわかった場合 
「家族の者や親戚の反対があれば、結婚を認めない」と答えた人が 7.3％ 
「絶対に結婚を認めない」と答えた人が 4.3％ 
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 に探求していきたい。 
 なお、本稿は、Ⅰ～Ⅱを岡田が、Ⅲを笹尾が、Ⅳを小田が主として分担執筆したことを
付記する。 
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